刑罰等について（補足）

刑事犯と行政犯
· 刑事犯（自然犯）とは、法の規定を待つまでもなく、当然に反道義的・反社会的である行為に対する罰則である。罰則規定中に構成要件とこれに対する刑罰とを完結した形で規定するのがふつうである。

· 行政犯（法定犯）とは、行政上の目的を達成するために課した義務に違反する行為に対する刑罰である。実体規定の中に義務を課する規定を置き、罰則にはこれに違反した場合に一定の刑を科するとして規定するのがふつうである。

罰則の規定方法

· 刑罰は、原則として、法律で定めなければならない（日本国憲法31条）。なお、法律に委任する旨の定めがあれば、政令・省令で罰則を設けることができる（日本国憲法73条6号）。また、個別の法律の規定がなくとも、地方公共団体の条例・規則で罰則を設けることができる（地方自治法14条3項、15条2項）。

· 刑法では、故意犯を処罰するのが原則であり、過失犯を処罰するのは、「法律に特別の規定がある場合」である（刑法38条1項）。

· 犯罪の処罰は、結果が発生し既遂になったときに行うのが原則であるが、行為の危険性から、結果が生ずる前に処罰する必要があるものについては、未遂罪（刑法43条）や予備罪を処罰することがある。

· 告訴がなければ捜査機関が公訴を提起できないとすることもある（親告罪）。また、告発についても、同様の規定がある。

刑罰の種類と科刑方法
· 刑法9条は、「死刑、懲役、禁錮、罰金、拘留及び科料を主刑とし、没収を付加刑とする」と定める。
· 没収は、犯罪に関係する特定の物の所有権を剥奪する付加刑である（刑法19条1項）。主刑が科されない場合には、単独で科せられない。
· 追徴は、没収すべき物が没収できないとき、その没収すべき物の価額を強制的に納付させる処分である（刑法19条の2）。追徴は、刑罰ではない。
· 懲役と罰金または拘留と科料を同時に科することがある（併科）。

· 犯罪の行為者本人のほかに、その行為者を監督する責任を有する他人に対しても、刑を科することがある（両罰）。

· 過料とは、行政上、民事上または訴訟手続上の秩序を乱す程度の行為に対して制裁として課される行政罰である。
